
　１．はじめに

　近年の乗用車の衝突安全性能の向上を図るために、

前面衝突安全基準や側面衝突安全基準が導入され、

さらにその性能を引き上げるために自動車アセスメ

ント（以下「ＪＮＣＡＰ」。ＪＮＣＡＰ：Ｊａｐａｍ Ｎｅｗ Ｃａｒ 

Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ Ｐｒｏｇｒａｍ）が実施されるようになった。

ＪＮＣＡＰでは、主に販売台数の多い車について、フ

ルラップ前面衝突、オフセット前面衝突、側面衝突

の３形態の衝突試験を実施し、車種別の総合的な衝

突安全性能を星の数で評価し公表している（Fig.1）。

これらの衝突安全基準の導入やＪＮＣＡＰの実施の結

果、自動車の衝突安全性は年々向上していることが

考えられる。本分析は、近年の乗用車の衝突安全性

能の向上による、自動車事故による死者数の低減効

果を推定する。推定手順を以下に示す。

�ＪＮＣＡＰ総合評価と死亡重傷率の相関検証

　ＪＮＣＡＰ総合評価から自動車の安全性を推定でき

るかを検証する。なお、事故データは運転者のシー
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　近年の乗用車の衝突安全性能の向上を図るために、ＪＮＣＡＰが実施されるようになった。

ＪＮＣＡＰでは、車種別の総合的な衝突安全性能を★の数で評価しており、その★の数でま

とめた車種群と、交通事故データにロジスティック回帰分析の変数調整（性別、車両損壊

程度、他）を行って算出された死亡重傷率との間には、相関性が認められた。その関係を

用い、ＪＮＣＡＰや衝突安全の法規導入による死者数削減数を試算した。それより、平成６

年の乗用車乗車中死者数から平成１５年での死者数の減少したうち、２７％は自動車の衝突安

全性の向上によるものと推定された。
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トベルト着用のみで、追突事故を除く等、ＪＮＣＡＰ

試験に近くなるようにする。

�平均ＨＩＣ（フルラップ前面衝突試験）と死亡重傷率

の相関検証

　ＪＮＣＡＰが開始された平成７年からの乗用車の衝

突安全性能の向上による死者数削減効果を検証した

いので、ＪＮＣＡＰ開始後からあったフルラップ前面

衝突試験のＨＩＣをＪＮＣＡＰ総合評価の代わりに用い

ることが可能か検証する。ＪＮＣＡＰ総合評価は平成

１２年から開始。

�自動車事故による死者数の低減効果推定

　交通事故全体の効果を推定したいので、対象とす

る事故に制限を設けない。

　２．方法

　２－１　ＪＮＣＡＰ総合評価と死亡重傷率の相関

１）分析対象の事故データ

　本分析の事故データは、平成９年から１４年の６年

間の事故で、平成１２年度から平成１５年度のＪＮＣＡＰ

総合評価において試験された７４車種が関与した事故

である１，２）。ＪＮＣＡＰ総合評価と事故実態の相関性

を検討するために、ＪＮＣＡＰの試験形態に近くなる

ように事故データに限定条件を与えた。ＪＮＣＡＰ総

合評価は、フルラップ前面衝突、オフセット前面衝

突、側面衝突の３形態の衝突試験を実施しており、

追突試験は実施していないので、追突事故は除いた

車両相互事故とした。またＪＮＣＡＰではダミーがシ

ートベルトを着用した状態で試験を実施しているた

め、シートベルト着用した運転者のみを対象とし、

さらに飲酒を伴っておらず、年齢は１８歳以上とした。

自車と相手車の運転者のどちらかが軽傷以上の事故

のみを対象とした。ＪＮＣＡＰでは、運転者だけでは

なく、助手席同乗者も試験が実施されているが、

ＪＮＣＡＰ総合評価と死亡重傷率の相関を求める際に

は、運転者だけを対象とした。

２）分析モデル

　本分析では、ＪＮＣＡＰ総合評価の分析モデルを作

成した。ＪＮＣＡＰ総合評価では６段階の★の数で衝

突安全性能を評価をしているため、ＪＮＣＡＰで試験

された車種を、ＪＮＣＡＰ総合評価別（★の数別）にグ

ループ化しまとめた。このグループ化した車種郡の

総合評価（★の数）と死亡重傷率の相関性を検証す

る。なお、ＪＮＣＡＰ総合評価別の車種郡は事故要因

が異なる可能性があるため（例：二つ★の車種郡は

若者運転者が多く死亡重傷事故が多い）、その要因を

調整するためにロジスティック回帰分析を行った。

なお全事故データ数は３４，６３５であった。

３）ロジスティック回帰モデル

　衝突安全性を示す指標として用いる死亡重傷率は、

以下の式で定義する。

　　　　　　　　
死亡または重傷の運転者数

　死亡重傷率Ｐ＝――――――――――――×１００……�

　　　　　　　　　　　　
全運転者数

　ロジスティック回帰モデルは以下の式�で定義す

る。

　　　　　　　　　　　　　　　………………�

　回帰係数βは最尤法を用いて求め、ＪＮＣＡＰ総合

評価別の死亡重傷率 ��を算出した。変数調整に用い

る変数はＦｏｒｗａｒｄ法の自動変数選択を用いた。なお、

これらの計算は統計解析ソフトＳＡＳを用いた３）。

Table 1に変数選択の候補となった変数を示す１）。

　２－２　死者数減少推定モデル

　ＪＮＣＡＰ総合評価の効果を検討するために、以下

の仮定を設ける。

�シートベルト着用の乗員のみならず、シートベル

ト非着用の乗員にも波及する。
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Fig. 1　ＪＮＣＡＰ衝突試験の模式図

衝突速度：55km/h 
ダミー：HYBRIDⅢ（運転者席、助手席） 

フルラップ前面衝突試験 オフセット前面衝突試験 側面衝突試験 

衝突速度：64km/h 
オーバーラップ率：運転席側40% 
ダミー：HYBRIDⅢ（運転席、助手席） 

ハニカム：ECE R94 

衝突速度：55km/h 
運転席側ダミー：EUROSID-1（前席運転席側） 
移動台車：質量950kg、地上高300mm

コンクリート 

コンクリート 
およびアルミハニカム 

Table 1　変数選択候補

事故類型
性別
年齢
車両損壊程度
当事者
車両重量

路線コード
昼夜
曜日
天候
地形
道路形状



�乗用車の運転者のみならず助手席同乗者と後席同

乗者にも波及する。対象を助手席同乗者と後席同

乗者に広げるために、平均乗車率を用いる。

　�と�の仮定は、２－１でのＪＮＣＡＰ総合評価と

死亡重傷率の相関分析で設けた事故データの条件と

異なるが、事故全体におけるＪＮＣＡＰ総合評価の効

果を推定することを目的に設けた。

�ＪＮＣＡＰの試験対象となった車種のみならず、全

乗用車、全軽乗用車にＪＮＣＡＰの効果が波及して

いるとする。ＪＮＣＡＰの試験対象にならなかった

車種も、同じ頃の時期に販売されいる場合、同程

度の衝突安全性を有していると考えられる。ただ

し、乗用車、軽乗用車以外の車種、例えば貨物自

動車、軽貨物車は、ＪＮＣＡＰの試験対象にならな

かったので、衝突安全性が高まっているかは不明

と考えられるので、対象としない。

�ＪＮＣＡＰは後面衝突試験は実施していない。した

がって、追突事故（追突車、被追突車の両方）は対

象としない。

　次に、死者数減少の推定方法について説明する。

ＪＮＣＡＰ総合評価別の死亡重傷率と、各試験年の総

合評価の分布より、その試験年の平均死亡重傷率を

求める。ＪＮＣＡＰは試験を実施する年において販売

台数の多い車種を選んでいるため、新車登録台数全

体の約８割をカバーしている。したがって、ある試

験年の平均死亡重傷率がその年の新車で販売された

自動車の平均的な衝突安全性であると仮定し、ある

試験年の平均死亡重傷率が、その年の新車の平均死

亡重傷率とする。

　フルラップ前面衝突試験、オフセット衝突試験、

側面衝突試験の結果を総合的に評価したＪＮＣＡＰ総

合評価は、平成１２年から開始されたが、ＪＮＣＡＰは

平成７年から開始され、当時の衝突試験はフルラッ

プ前面衝突のみであり、ＪＮＣＡＰ総合評価でも同じ

試験が用いられている。本分析では、平成７年から

の死者数減少効果を推定したいため、フルラップ前

面衝突で用いられている頭部傷害値ＨＩＣ（Ｈｅａｄ　Ｉｎ-

ｊｕｒｙ　Ｃｒｉｔｅｒｉａ）を平成７年から平成１５年まで用いる

ことにした。ＨＩＣとは頭部の傷害値を示す代表的な

基準で、式�にその算出式を示す。ＨＩＣが１０００以上

の場合に脳震盪を起こしやすい危険な状態になる。

　　　　　　　　　　　　　　　　……………�

　α���：頭部合成加速度

　�：重力加速度

　平成１２年から平成１５年までの間で、平均ＨＩＣと平

均死亡重傷率の相関式を作り、平成７年から平成１５

年までの平均死亡重傷率を推定した。

　年別の平均死亡重傷率に、年別の登録台数を乗じ

て年別の死者数を以下の式�より求める。新車の登

録台数は年々減少するので、市場残存率を用いる。

また本分析では、最終的に死者数を求めたいので、

死亡重傷率に死亡重傷傷害における死亡の割合を乗

じている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…�

新車登録台数：乗用車と軽自動車の合計

平均乗車率：平成１５年の交通統計より、運転者と同

乗者の死者数の比から求めた（参考文献４）の

平均乗車率とほぼ同値）

������：死亡重傷者数に占める死者数の割合２）

　本モデルで事故年別の死者数が算出される。次に、

仮に自動車の衝突安全性が向上しなかった場合の死

者数を推定する。平成６年のＪＮＣＡＰ開始前に、代

表的な乗用車２車種について、ＪＮＣＡＰフルラップ

前面衝突試験と同じ条件で試験が実施されている。

その試験での平均ＨＩＣより、それらの車種の平均的

な死亡重傷率を求める。それに式�を用いて、死者

数を求める。自動車の衝突安全性が向上した場合と

しなかった場合の死者数の差が、乗用車の衝突安全

性能の向上による死者数低減効果となる。

　３．結果と考察

　Table 2に変数選択された変数を示す。これらの

変数が調整され、総合評価別の死亡重傷率が算出さ

れる。
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HIC= ・（t2－t1） 
2.5

dt
1

t2－t1

α（t） 
g［ ∫ ］ t1

t2

（新車登録台数） �×（残存率） ���
×（一台当たりの追突事故を除いた事故件数）

×（年別死亡重傷率） �×１．３（平均乗車率）

×（０．０３５２）

Dn=Σ 
n

k=1

Table 2　変数選択結果

調整変数

路線コード
当事者
昼夜
地形

車両損壊程度
事故類型
年齢
車両重量

主効果

車両損壊程度×当事者
事故類型×当事者交互作用



　Fig.2に総合評価別の死亡重傷率を示す。本図よ

り、総合評価の★の数が多いほど平均死亡重傷率が

低い傾向が見られる。総合評価と死亡重傷率の相関

式を図中の式�に示す。

　Fig.2より求められたＪＮＣＡＰ総合評価別の死亡重

傷率（式�）に、平成１２年からの総合評価の車種分

布より試験年別の平均死亡重傷率を求め、Table 3

に示す。

　Table 3で得られた試験年別の死亡重傷率と平均

ＨＩＣの相関図をFig.3に示す。両者には相関がある

と考えられ、平均ＨＩＣと死亡重傷率の相関式を図中

の式�に示す。

　平成７年から平成１５年までの試験年別の平均ＨＩＣ

（Table 4）より、式�から死亡重傷率を求め、Fig.4

に示す。

　Fig.4の年別死亡重傷率とTable 5の１台当たりの
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Fig. 2　ＪＮＣＡＰ総合評価と死亡重傷率の相関

1.87
2.06 1.851.85

2.54
2.95

y = -0.0027x + 0.0306
R2 = 0.7854

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0
（％） 

2 3 4 5 6
総合評価（★の数） 

…式（5） 

死
亡
重
傷
率
95
％
信
頼
区
間
 

Table 3　試験年別死亡重傷率

試験年

平成１５平成１４平成１３平成１２総合評価

００００★

０００２★★

１０２７★★★

１６７８★★★★

９９１４７★★★★★

６７３０★★★★★★

１７２２２６２４合計（台）

５．２５．０４．７３．８平均総合評価ａ

１．９４％１．９７％２．０７％２．３０％死亡重傷率
（ａと式�より）

Fig. 3　平均ＨＩＣと死亡重傷率の相関図

y = 0.0000034XHIC + 0.0065
R2 = 0.91

0.0
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0 100 200 300 400 500 600 700 800
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H15
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死
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％
） 

Table 4　試験年別平均ＨＩＣ

１１１０９８７試験年（平成）

５９８．９５１７．４５６４．９６９０．６６６６．０平均ＨＩＣ

１５１４１３１２試験年（平成）

３７７．８３７６．６４３４．９４７４．２平均ＨＩＣ

Fig. 4　新車登録年別死亡重傷率
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Table 5　車両保有台数、事故件数７）

９８７年（平成）

８７，５４３，０９０８６，５４８，７０５８４，９７３，４４２車両保有台数

５６２，２３７５５９，８３１５６０，４１５事故件数（追突除く）

０．００６４０．００６５０．００６６１台当たりの事故件数

１２１１１０年（平成）

８９，２４５，０９３８８，６０２，３０１８７，９９１，３３６車両保有台数

６５５，０２３５９８，３１４５６９，５０９事故件数（追突除く）

０．００７３０．００６８０．００６５１台当たりの事故件数

１５１４１３年（平成）

９０，１３４，６８５９０，１０６，８３０８９，７１８，６１３車両保有台数

６５３，３２５６５３，８０１６５２，５０１事故件数（追突除く）

０．００７２０．００７３０．００７３１台当たりの事故件数

Table 6　新車登録台数５）

合計
軽自動車乗用車

年（平成）
乗用車小型普通

６，６７０，４６７９００，３５５２，６５４，２９１８８９，２６０７

６，８９２，２１９９５７，３８１２，８１３，３６２８９７，９８５８

６，５５８，３９２９１７，０９７２，７０１，６８６８７３，２２０９

５，７７１，４６６９４７，３６０２，３８９，６７１７５６，１１７１０

５，７６１，６４７１，２３６，１６５２，１９３，９２０７２３，９９９１１

５，８６１，８４５１，２８１，２６５２，２０８，３８７７７０，２２０１２

５，８０７，５０１１，２７３，１９８２，２７４，９９６７４１，４８９１３

５，６９９，６９９１，３０７，１５７２，４６０，１０３６７４，０９４１４

５，６９５，０６５１，２９１，８１９２，３９９，３４８７６８，８４７１５



事故件数、Table 6の新車登録台数、Table 7の市場

残存率より式�を用いて、推定死者数（自動車の衝

突安全性が向上した場合）を算出する。

　自動車の衝突安全性が向上しなかった場合、平均

死亡重傷率は４．７９％（前述したＪＮＣＡＰの実施前の代

表的な乗用車による試験の平均ＨＩＣから式�より算

出）となるので、それを用いて式�とTable 3～5よ

り推定死者数を算出する。自動車の衝突安全性が向

上した場合と向上しなかった場合の死者数の差を求

め、Table 8に示す。

　Fig.5に乗用車乗車中死者数７）に占める衝突安全性

能向上の効果を示す。平成６年をベースラインとし

て（平成６年からの死者数が一定であったとして）、

平成１５年の死者数減少のうち、衝突安全性能向上効

果が占める割合を求める。図中に衝突安全性能向上

がなかった場合の推定される死者数（図中の「衝突

安全性能向上がなかった場合」）を示す。平成１５年

では、ＪＮＣＡＰ評価向上による死者数減少が実際の

乗用車乗車中死者数減少の２７％を占めている（平成

１５年の乗用車乗車中死者数は平成６年よりも１，４５４

人減少した。Table 8より、衝突安全性能向上によ

る平成１５年の死者数低減は３９６人。１，４５４人のうち

３９６人は衝突安全性能向上による効果と考えられ、

２７％を占める）。同様の方法で、交通事故全体での死

者数低減に占める割合は１３％であった。

　４．まとめ　

　平成１５年には自動車の衝突安全性能向上より３９６

人の死者数低減効果があったとと試算された。これ

は乗用車乗車中死者数減少の２７％、全体の交通事故

死者数減少の１３％にあたる。
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Table 7　市場残存率６）

残存率（％）経過年数残存率（％）経過年数残存率（％）経過年数

５１．５１１８９．２６１０００

３２．１１２８７．２７９９．７１

２３．６１３８０．８８９９．３２

１３．４１４７５．５９９８．２３

９．５１５６１．２１０９５．７４

９４．３５

Table 8　事故年別推定低減死者数

人数年（平成）人数年（平成）

２６１１２３７７

３０７１３７３８

３５４１４１１４９

３９６１５１５５１０

１，８９０合計１９３１１

Fig. 5　乗用車乗車中死者数に占める衝突安全性能向上効果
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